
議案第７号 

君津市福祉作業所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

 君津市福祉作業所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制

定するものとする。 

平成２７年８月５日提出 

                           君津市長 鈴 木 洋 

提案理由 

君津市福祉作業所を障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号）に規定する障害福祉サービスを行う施設とするとともに、指定

管理者の団体要件を緩和するため、君津市福祉作業所の設置及び管理に関する条例（平成

元年君津市条例第５号）の一部を改正しようとするものである。 



君津市条例第  号 

君津市福祉作業所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

君津市福祉作業所の設置及び管理に関する条例（平成元年君津市条例第５号）の一部を

次のように改正する。 

 第２条を次のように改める。 

 （設置） 

第２条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号。以下「支援法」という。）第５条第１項に規定する障害福祉サービスを行

い、身体障害者及び知的障害者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよ

う支援するため、君津市福祉作業所（以下「作業所」という。）を設置する。 

 第３条の表中「１９名」を「２２名」に改める。 

 第４条を次のように改める。 

 （事業） 

第４条 作業所は、支援法第５条第１４項に規定する就労継続支援のうち、障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成１８年厚生労働省令第

１９号）第６条の１０第２号に規定する就労継続支援Ｂ型（第１０条において「就労継

続支援Ｂ型」という。）に関する事業を行うものとする。 

 第５条中「地域福祉の増進を図る目的で設立された」を削る。 

 第１０条を次のように改める。 

 （利用対象者） 

第１０条 作業所を利用することができる者は、就労継続支援Ｂ型に係る支援法第２２条

第８項に規定する障害福祉サービス受給者証の交付を受けた身体障害者及び知的障害者

とする。 

第１１条を削り、第１２条を第１１条とする。 

第１３条第１号中「第１１条」を「第１０条」に改め、同条を第１２条とし、同条の次

に次の１条を加える。 

 (利用者が負担すべき費用の額) 

第１３条 利用者は、支援法第２９条第３項第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準



により算定した費用の額を負担しなければならない。

附 則 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 



君津市福祉作業所の設置及び管理に関する条例新旧対照表 

改正案 現 行 

（設置） （設置） 

第２条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（平成１７年法律第１２３号。以下「支援法」という。）第５条

第１項に規定する障害福祉サービスを行い、身体障害者及び知的障

害者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう支援

するため、君津市福祉作業所（以下「作業所」という。）を設置す

る。 

第２条 本市は、在宅の身体障害者又は知的障害者であって、就業す

ることが困難なものに対し作業の場を提供し、必要な指導及び訓練

を行うことにより、その自立を助長するため、君津市福祉作業所（以

下「作業所」という。）を設置する。 

（名称、位置及び定員） （名称、位置及び定員） 

第３条 作業所の名称、位置及び定員は、次のとおりとする。 第３条 作業所の名称、位置及び定員は、次のとおりとする。 

名   称 位  置 定 員 

君津市福祉作業所ふたば園君津市外箕輪１，０３９番地

の５ 

２２名 

君津市福祉作業所ミツバ園君津市坂田３９６番地の４ ２２名 

名  称 位  置 定 員 

君津市福祉作業所ふたば園君津市外箕輪１，０３９番地

の５ 

１９名 

君津市福祉作業所ミツバ園君津市坂田３９６番地の４ １９名 

（事業） （事業） 

第４条 作業所は、支援法第５条第１４項に規定する就労継続支援の

うち、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号）第６条の１０第２

号に規定する就労継続支援Ｂ型（第１０条において「就労継続支援

Ｂ型」という。）に関する事業を行うものとする。 

第４条 作業所は、次に掲げる事業を行うものとする。 

 (1) 作業訓練に関する事業 

 (2) 生活指導に関する事業 

(3) 前２号に掲げるもののほか、身体障害者又は知的障害者の自立 

を助長するために必要な事業 

 （指定管理者による管理） （指定管理者による管理） 

第５条 市長は、作業所の設置の目的を効果的に達成するため、法第

２４４条の２第３項の規定により、                             

        法人その他の団体（市内に事務所等を有するものに限る。）

であって、市長が指定するもの（以下「指定管理者」という。）に

第５条 市長は、作業所の設置の目的を効果的に達成するため、法第

２４４条の２第３項の規定により、地域福祉の増進を図る目的で設

立された法人その他の団体（市内に事務所等を有するものに限る。）

であって、市長が指定するもの（以下「指定管理者」という。）に



その管理運営を行わせるものとする。 その管理運営を行わせるものとする。 

（利用対象者） （使用料） 

第１０条 作業所を利用することができる者は、就労継続支援Ｂ型に

係る支援法第２２条第８項に規定する障害福祉サービス受給者証の

交付を受けた身体障害者及び知的障害者とする。 

第１０条 作業所の使用料は、無料とする。 

 （利用対象者） 

 第１１条 作業所を利用することができる者は、在宅の身体障害者で

身体障害者手帳の交付を受けたもの又は知的障害者で療育手帳の交

付を受けたものであって、次の各号のいずれにも該当するものとす

る。ただし、市長が特に認めた者については、この限りでない。 

  (1) 本市に住所を有し、継続して通所が可能であること。 

  (2) 満１５歳以上の者で、作業意欲があり、かつ、作業能力がある

こと。 

（利用の許可等） （利用の許可等） 

第１１条 省略 第１２条 省略 

（利用の許可の取消し等） （利用の許可の取消し等） 

第１２条 指定管理者は、前条第１項の規定による利用の許可を受け

た者（以下「利用者」という。）が、次の各号のいずれかに該当す

るときは、利用の許可を取り消し、又は利用を停止させ、若しくは

制限することができる。 

第１３条 指定管理者は、前条第１項の規定による利用の許可を受け

た者（以下「利用者」という。）が、次の各号のいずれかに該当す

るときは、利用の許可を取り消し、又は利用を停止させ、若しくは

制限することができる。 

(1) 第１０条に規定する要件を欠いたとき。 (1) 第１１条に規定する要件を欠いたとき。 

 (2) 省略 (2) 省略 

（利用者が負担すべき費用の額） 

第１３条 利用者は、支援法第２９条第３項第１号に規定する厚生労

働大臣が定める基準により算定した費用の額を負担しなければなら



ない。 


